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宮城県における小型家電
リサイクル制度の取組

令和元年度宮城県金属リサイクルセミナー

令和元年１０月２４日
宮城県環境生活部循環型社会推進課
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（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組①

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度以降

調
査
・
実
証
試
験

・先進事例調査
・不燃ごみ展開

試験
（予備調査）

・不燃ごみ等からのピック
アップ回収
（県内市町村リサイクル

センター２箇所）
・イベント回収

（市町村イベントへの出
展２箇所）

・市町村回収品と
事業系小型家電
（拠点回収品）の
同時収集

・みやぎ方式
小型家電リ
サイクルシ
ステムの運
用開始

啓
発
事
業

・セミナー２回
・連絡協議会

２回

・一般向けイベント回収の
実施（２箇所）

・セミナー１回
・連絡協議会２回

・事業者向け回収
拠点設置
（４箇所）

・セミナー１回
・連絡協議会１回

・連絡協議会
１回

宮城県循環型社会形成推進計画（第２期）では，「小型電子機器等リサイク
ル制度」の推進を重点課題として位置付けている。平成２９年度から，県・地
元大学・関係事業者等との産学官連携により，小型家電リサイクル制度の推進
に向けた各種検討や取組を実施している。
※小型家電とは，使用済小型電子機器等の略称で，事業所から排出されるもの
（産業廃棄物）を含む
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（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組②

～宮城県における小型家電回収状況～

宮城県内市町村での小型家電回収状況(H29年度実績)

うち11品目
以外

49,269 1,872 168,027 23,653 35,267 11,420 265,855 114

回収方法と回収量(kg)
一人あた
りの回収
量(g/人)合計ボックス

ステー
ション

ピック
アップ

イベント その他

・小型家電の回収量（組合回収分を含む。）

・小型家電の
回収方法

（組合回収分
を含む。）

・ボックス回収の実施市町村は多いが，より回収効果の高いステーション回収
やピックアップ回収の実施率が低い。

・令和元年度から，ステーション回収を開始している市町村がある。

宮城県内市町村での小型家電回収(H30年11月現在)

うち11品目以
外も回収

22 2 19 3 12 3 34/35

実施
市町村数

回収方法別の実施市町村数

ボックス
ステー
ション

ピック
アップ

イベント その他
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平成３０年度 平成３１年度

ピックアップ回収 ２カ所
イベント回収 ２カ所

（ボックスを設置して回収）

県指定１１品目の処理
県指定１１品目以外の処理

有価物の売却
処理困難物（廃棄物）の返却

＜一廃＞
市町村回収物の一部

(ボックス・ ピックアップ)

データ
の利用

＜産廃＞
事業所

持込回収

県指定１１品目の処理
県指定１１品目以外の処理

（一廃と産廃の小型家電は分けて処理）

有価物の売却
一廃処理(一部)

回収ルート構築

有価物の売却
産廃処理

返却ルート構築

事業性検
討の基礎
データと
して活用

処理の効率化検討
（破壊機・破砕機

等の導入）

（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組③

～実証試験の全体像～
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・国のガイドラインによる特定対象品目（無償での引渡が可能となる標準的な品目群）
・多くの県内市町村において，無償又は有価での引渡が可能となっていると考えられる品目

以上の２点を踏まえ，県指定品目として１１品目（赤字下線）を仮設定した。

（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組④

～実証試験に向けた県指定品目の設定～

（２）平成30年度実証試験の結果①

6

・ピックアップ回収品
は政令２８品目全て，
イベント回収品は県指
定11品目のみを回収
した。
・ピックアップ回収品
は，市町村のボックス
回収対象品でない電
子炊飯器・電子ポット
が多く回収された（重
量比）。

イベント回収品の個数分布

＜イベント回収品の一部＞
イベント回収

品 を 重 量 比 で
比 較 す る と ，
ノートパソコン，
デジカメ・ビデオ
カメラが多い。



（２）平成30年度実証試験の結果②
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重量
（kg）

小電内
数
割合

区分
重量

（kg）
割合
（%）

小電内
数割合
（%）

区分
重量

（kg）
割合
（%）

有価物 341 93% 有価物 718 61%

廃棄物 23 6% 廃棄物 445 38%

有価物 93 98% 有価物 482 69%

廃棄物 3 3% 廃棄物 212 30%

有価物 241 93%

廃棄物 19 7%

有価物 515 93%

廃棄物 40 7%

109

有価物 1,182 93% 有価物 1,201 64%

廃棄物 93 7% 廃棄物 671 36%

※  「県指定11品目」の合計欄の廃棄物93kgには、破砕処理に伴う粉塵等の「破砕ロス等 22kg」が含まれる。

※  「県指定11品目以外」の合計欄の廃棄物671kgには、「解体加工時ロス等 14kg」が含まれる。

＜回収対象規格外品合計＞

持ち込まれたイベント回収対

象外の小型家電 計109kgはそ

のまま市町村等資源化施設に

返却

88%

259

554

698

　88%

88%
　

35

74

12%

12%

76%

県指定11品目

366 1,174

重量（kg）

処理後物量

59%合計

分類

回収
方法

a

b

イベント

回収
地域

A

B

ピック
アップ

県指定11品目以外

処理後物量
小電家電回収量
（1,275kg）

24%

小電家電回収量
（1,981kg）

12%96

1,275 41% 1,872

ピックアップ回収品とイベント回収品を合わせて，県指定11品目の手選別と破砕選別
処理を行うと有価物を９３％，県指定11品目以外の手選別では，有価物を６４％回収で
きた。

（２）平成30年度実証試験の結果③

回収できた有価物としては，ミックスプラスチック・鉄・基板類が多く，廃棄物は液晶パ
ネル・木くずが多い。ただし，ミックスプラスチックの有価性の維持が今後の課題。
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県指定11品目の小型家電処理後物の組成

区分 名称 重量（kg） 割合（%） 区分 名称 重量（kg） 割合（%）

ﾐｯｸｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 297 23.3% 破砕ロス（可燃物）等 22 1.7%

鉄 199 15.6%

アルミ 23 1.8%

銅破砕物・基板片 2 0.1%

鉄 12 1.0% 木くず 17 1.3%
アルミニウム 4 0.3% ゴム・フィルム類 10 0.8%
その他 3 0.2% テープ・ディスク 2 0.2%
基板類 163 12.8% ダスト類 1 0.1%
配線 146 11.4% 液晶パネル 22 1.7%
ACアダプター 76 6.0% 未処理返却品 8 0.6%
ﾃﾞｨｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ 70 5.5% 一次電池 7 0.6%
スピーカー 41 3.2% ガラスくず 3 0.2%
その他 147 11.5% その他 0 0.0%

1,182 93% 93 7%

要
二
次
加
工
品

有価物合計 廃棄物合計

自
社
破
砕
物

自
社
破
砕
物

不
燃
物

可
燃
物

有価物 有価物発生量 廃棄物 廃棄物発生量

直

接

資

源

（計量誤差及び破砕処理工程で生じ飛散する微細小片

 や粉塵で、集塵装置のフィルタ等で捕集されるもの）



（２）平成30年度実証試験の結果④

回収できた有価物は，鉄・モーター類が多く，廃棄物は廃プラ・ガラスくずが多い。廃プ
ラは破砕処理後，ミックスプラスチックとして有価売却ができるか検討する必要がある。
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県指定11品目以外の小型家電処理後物の組成

区分 名称 重量（kg） 割合（%） 区分 名称 重量（kg） 割合（%）

鉄 496 26.5% 廃プラスチック類 594 31.7%
アルミ 65 3.5% 木くず 2 0.1%
ステンレス 6 0.3% 紙くず 2 0.1%
銅 3 0.2% 繊維くず 2 0.1%
真鍮 1 0.1% ガラスくず 37 2.0%

モーター 251 13.4% 充電器類 7 0.4%

シュレッダー材 215 11.5% コンクリートくず 5 0.3%
電線 78 4.2% 電池 3 0.1%
安定器 44 2.4% グラスウール 1 0.1%
基板類 41 2.2% その他 18 1.0%

1,201 64% 671 36%

※ 「廃棄物」欄の「その他」には、「解体加工時等ロス」が含まれる。

要
二
次

加
工

品

有価物合計 廃棄物合計

可
燃
物

不
燃
物

有価物発生量 廃棄物発生量有価物 廃棄物

直

接

資

源

化

品
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（３）令和元年度実証試験の中間報告①

～実証試験の方法～
・市町村回収小型家電の提供分

・回収ルートの設定

＜一廃＞
Ａ市

保管場所

＜産廃＞
事業所
持込

運搬
＜一廃＞
Ｂ組合

保管場所

運搬 運搬 処分施設

＜ルートの例＞

・２４市町村（組合管理分含む）から約１ヶ月分の小型家電を無償引取又は有価購入
・うち ３町村（組合管理分含む）は政令２８品目をピックアップ回収している
・全市町村分を合わせて処理（事業系小型家電と一緒に処理をしない）

・事業系小型家電の持込拠点の設置

・仙台市・大和町・石巻市・柴田町の４箇所に，７月１６日～２４日（平日７日間）設置
・県指定１１品目よりさらに品目を限定して回収
・実証試験のため，委託契約書と産業廃棄物管理票（マニフェスト）の代わりに，
引取票を発行
・県ホームページ掲載や新聞の折込広告等による周知

地域毎に８ルートを設定



11

（３）令和元年度実証試験の中間報告②
・事業系小型家電の持込拠点設置のチラシ

＜新聞折込広告＞仙台市若林区・富
谷市・黒川郡・石巻地区・仙南地区

・広報の方法としては，新聞折込広告の効果が高いが，コストが高いことが問題
・事業系持込拠点の利用については，好意的な意見が多い

最大 最小 平均
仙台市 28 1,215 227 3 43
大和町 12 626 148 4 52
石巻市 28 1,734 560 5 62
柴田町 17 938 237 8 55

合計 85 4,513

持込拠点設置場所 持込件数 回収重量（kg）
1件あたりの重量（kg）

12

（３）令和元年度実証試験の中間報告③
・事業系小型家電の持込拠点での回収量

・持込事業者へのアンケート結果

この実証試験を何で
知りましたか

今後持込拠点が設
置された場合，利用
しますか

→ １，０３９ｋｇを実証試験で使用
残りは拠点事業者においてリサイクル
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（３）令和元年度実証試験の中間報告④
・市町村回収品

・平成２９年度の県内市町村回収総量（２６６トン）の比で約３％を回収した（目標達成）
・ピックアップ回収，ボックス回収，ステーション回収したものを引取

市町村・組合 回収量（kg） うち11品目 うち11品目以外
A 674 674
B 523 523
C 616 609 7
D 3,210 873 2,337
E 355 355
F 504 482 22
G 866 866
H 815 815
I 20 20
J 30 30
K 62 62
L 1,493 1,493

合計 9,168 6,802 2,366
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（３）令和元年度実証試験の中間報告⑤

～今後の予定～

・小型家電処理（令和元年度実証試験の今後の予定）

・県内の３事業者に処理委託（実証試験のため，認定処分施設以外の施設での処理）
・一般廃棄物（生活系小型家電）と産業廃棄物（事業系小型家電）は，分けて処理
・処理残さのうち，生活系小型家電由来分を一部の一般廃棄物処理施設に搬入（事
業ごみ扱い）
・一般廃棄物処理施設に搬入できない生活系小型家電由来分残さと，事業系小型
家電由来分残さは，産業廃棄物として処理委託

・小口排出事業者にとって，持込拠点や宅配便回収の利便性が高い
・委託契約書やマニフェスト交付の事務手続が，小口排出事業者や処理業者にとって
負担が大きい
・小型家電処理残さ（廃プラスチック類など）の処分費用の高コスト化が資源化を阻害

・東京都や八王子市で制度化されているマニフェストを不要とする制度（都道府
県知事が業種全体を一般的に指定する）等の導入を検討
・市町村の一般廃棄物処理施設（焼却施設など）の活用を検討

・事業系小型家電の持込拠点について（今後の予定）
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１ 事業の目標（令和２年度目標）
（１）＜第2期循環計画目標＞全市町村が継続的に小型

家電リサイクル制度に取り組んでいる（ステーション
回収・ピックアップ回収・ボックス回収等）

（２）県民１人当たりの小型家電リサイクル制度による小
型家電回収量（市町村回収分）が全国レベル（400g/
人・年）まで向上＜次期循環計画等で目標を再設定＞

２ 課題の解決方法（令和２年度以降の）
（１）市町村の一般廃棄物処理施設（焼却施設など）での

残さ処理の検討
（２）県内認定処分施設の設置・活用促進を支援
（３）みやぎ方式小型家電リサイクルシステムが継続的に

運用できるよう市町村や関連事業者の連携を維持

（４）事業の目標と課題の解決方法

小型家電リサイクルシステムの構築
に向けて御協力をお願いします。

©宮城県・旭プロダクション
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